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 本日ここに、平成 20年浦安市議会第１回定例会が開催されるにあたり

まして、議員の皆様には、ご多忙の中を、全員のご出席をいただき、誠

にありがとうございます。 

今定例会におきまして、平成 20年度の予算案をはじめ、関係諸議案の

ご審議をお願いするに当たり、私の所信の一端と新年度の主な施策の概

要を申し上げ、議員各位並びに市民の皆様のご理解とご協力を賜りたい

と思います。 

 

【市政運営の基本的考え】 

 私が平成 10 年 11 月８日、第２代浦安市長に就任して以来、本年で

10年目を迎えます。 

 私はこの間、現在の総合計画及び第１次から第３次の実施計画を策定

し、計画的、効率的な行財政運営に取り組むとともに、１期並びに２期

目の選挙公約、さらには一昨年の３期目のマニフェストで市民の皆様に

お示しをした公約実現のため、全力を尽くしてまいりました。 

 平成 19年度も、おさんぽバス舞浜線の運行開始や、公立幼稚園での 

３歳児保育の開始などの新規事業も順調にスタートさせ、さらにこども

部の新設など、庁内組織の再編を行いました。また、トップマネジメン

ト強化のため副市長を迎えるとともに、市民会議方式という新たな試み

の中で第２期基本計画の策定に取り組むなど、しなやかな市政運営に努

めてまいりました。 

 新年度は、いよいよ平成２９年度を目標年度とする第２期基本計画の

初年度であり、本市にとって長年の懸案課題の解決に向け、果敢に大き

く一歩を踏み出す年として、身を引き締め、副市長はじめ職員一丸とな

って将来に悔いを残さぬ市政運営に努めてまいる所存です。 
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 第２期基本計画の策定にあたり、壮大な実験とも言われた 200名を超

す市民会議も、昨年の９月まで約１年１ヶ月、無報酬で延べ 136回を数

える真剣な市民の皆様の議論を経て、360ページにも及ぶ提言書をいた

だいたところです。 

 私は、市民会議の議論に間近に接し、本市に寄せる多くの市民の皆様

の郷土浦安への熱い思いを強く感じるとともに、行政と市民が情報を共

有することによって、市民参加と市民と行政との協働が文字通り実現で

きたことに大きな自信を得たところです。 

 さらに、情報社会の中で、情報の共有こそが受身の市民ではなく能動

者としての市民になりうる最強のツールであることを確信しました。 

 また、若手職員をはじめ多くの職員が市民会議の議論に参加したこと

は、市の職員にとっても大変有意義であったと確信しています。さらに、

職員公募によるアンテナ職員制度へと発展させ、その成果を新年度の新

規事業に結びつけているところです。 

 昨年 12月 15日の日本経済新聞でサステナブル都市のランキング発表

がありましたが、サステナビリティとは、いわゆる持続可能性を意味し、

環境と財政と暮らしのバランスが良く、将来への持続が可能かどうかを

３分野 71項目にわたり調査したもので、本市は全国４位と大変高い評価

をいただきました。さらに 80点満点中、３分野とも 50点以上とバラン

スがとれているのは 29市のみで、本市はその中にもランクインしました。 

 私にとっては、様々なランキング調査の中でも、本市の持続可能性を

評価されたことは何よりの誇りであり、励みでもあります。 

 昨年、北欧のスウェーデンを視察いたしましたが、北欧でも近年、都

市の目標をサステナブル都市に置き始めているとのことです。 

 現在の浦安市は、全国でトップクラスの若い、そして元気な都市です。 
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 今年は、この地に「浦安」が誕生した明治 22年から 120年。さらに、

浦安の一大転機となった昭和 33年の本州製紙・江戸川工場悪水放流事件

から、ちょうどまる 50年が経過しました。 

 祈りと願いを込めて浦安と命名された新井甚左衞門初代村長の、さら

に日本の公害の原点となるも、文字通り血を流し涙を流しつつ、時代の

荒波を見事に乗り切った先人、先輩達の意思と思いを、今改めて思い返

し、長年の懸案課題である元町再整備の仮称新中通り線周辺市街地整備

事業、浦安駅周辺再整備事業、地域の医療ニーズに応え得る病院として

の浦安市川市民病院再整備事業、さらに庁舎等建設事業など、多くのビ

ッグプロジェクトに怯むことなく、果敢に挑戦してまいる所存です。 

 さらに、少子・高齢社会を前に、後期高齢者医療制度の新設に対応し

た、本市独自の施策の展開や、乳幼児医療費助成の中学３年生までの拡

大にも、他市の先陣を切って挑戦してまいります。 

 私は、市長就任以来９年間、市政運営を都市経営と捉え、中長期的な

財政運営を常に視野に入れてきましたが、公約実現のため様々な積極的

な施策を推進する一方で、この間で地方債については、約 162億円減額

し、地方債残高を 287億 1千万円にしました。 

 さらに財政調整基金についても約 31億円積み立て、平成 19年度末現

在の残高は、165億７千万円を見込んでいます。 

 平成 20年度は、ビッグプロジェクトの実現に向け、大型の財政出動の

初年度でもあり、事業執行に当たっては長期的な財政運営を常に念頭に

置きながら、将来に禍根を残さぬ市政運営に努めてまいる覚悟です。 

 政治家であり行政のトップである市長職を担うものは、市民の生命や

安全を守るために、時として誤解を恐れず、己が信じた道を突き進まな

ければならないと思っています。 
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 国の地震調査委員会が、首都圏直下型地震の起きる確率を今後 10年間

で 30％、30年間で 70％と予測して早、２年が経過しました。 

 耐震性、狭あい化で問題があり、再整備に加え、民営化を視野に入れ

ての浦安市川市民病院再整備事業、さらに一朝有事の際の防災の拠点と

しての庁舎等建設事業など、勇気を持って市民に情報を開示しながら、

積極的に説得責任を果たしてまいります。 

 昨年８月、スカンジナビア型のＮＰＭ（ニュー・パブリック・マネジ

メント）を学ぶために、ハードスケジュールでしたが、スウェーデンを

視察しました。 

 異なる歴史と文化の下で、一概に行政や施策を論じることはできませ

んが、「高福祉・高負担」といわれているスウェーデンと、日本とを比較

しますと、何よりも国民の租税に対する認識、並びに有権者の政治と政

府に対する認識がこうも違うものかと、驚嘆させられました。 

私は市民と政府は「かくあるべき」との確信に近いものを得てまいり

ました。それは取りも直さず、市民と行政との信頼関係につきる問題で

あるとの思いを強くしたところです。 

 いま、地方自治は、地方分権の波を大きく受けています。昨年、政府

の地方分権改革推進委員会から中間取りまとめが示され、自己決定・自

己責任、受益と負担の明確化による地方が主役の完全な地方政府の確立

に向けて、自治立法権・自治財政権・自治行政権を有する地方政府の確

立を図るとの、まさに時宜を得たものと、私としても心から歓迎すると

ともに、一日も早い実現を願うものです。 
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【財政の状況と見通し】 

 日本経済は、このところ一部に弱さが見られるものの、景気回復を続

けており、平成 20年度においても、引き続き企業部門の底堅
そこがた

さが持続す

るとともに、政府・日本銀行の一体となった取り組み等により、物価の

安定の下での民間需要中心の経済成長になると見込まれています。 

 その一方で、サブプライム住宅ローン問題を背景とする米国経済の下

振れリスクや金融資本市場の変動、原油価格の高騰等が我が国経済に与

える影響について注視する必要があります。 

 こうした中で、平成 20年度の地方財政は、地方財政計画の規模の抑制

に努めてもなお平成 19年度に続き大幅な財源不足の状況にあります。社

会保障関係経費の自然増が見込まれることに加え、地方財政の借入金残

高は平成 20年度末に 197兆円と見込まれ、今後、その償還負担が高水

準で続くところであり、将来の財政運営が圧迫されることが強く懸念さ

れています。 

 一方、本市の財政状況は、厳しい財政状況が続く地方財政の中にあっ

て、160億円を超す財政調整基金を保有するなど、他の自治体に比べ恵

まれた財政状況にあるといえます。しかしながら、三位一体の改革では、

国庫補助負担金が削減されたことに加え、税源移譲においても減収とい

った結果となりました。さらに、将来を見据えますと、少子・高齢化や

核家族化の進行、環境意識の高まりなど、引き続き社会情勢が変化して

いく中で、様々な分野において市民ニーズの拡大が予想されます。 

 こうしたことから、市財政を取り巻く環境は、決して楽観できる状況

にはありません。そのため、引き続き、行財政改革を推進し、効率化等

を図っていくことが不可欠となっています。 
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【平成 20年度の予算と組織】 

このような課題認識を踏まえ、第２期基本計画の初年度となる平成 20

年度は、まちづくりの基本目標であります「人が輝き躍動するまち・浦

安」の実現を目指し、実施計画に掲げた事業に積極的に取り組むため、

財政調整基金から 34億円を繰り入れた予算編成を行いました。 

この結果、予算規模は、一般会計において、583億 5,000万円となり、

前年度と比べて 49億 8,000万円の増となりました。また、特別会計に

おいては、７会計をあわせて 206億 8,820万円、前年度に比べて 31

億 7,420万円の減となっています。 

平成 20年度の行政組織につきましては、この４月より国の医療制度改

革に基づく後期高齢者医療制度がスタートすることから、国保年金課に

後期高齢者医療係を新たに設置します。 

また、平成 22年度に本県で開催されるゆめ半島千葉国体の準備組織と

して、教育委員会にゆめ半島千葉国体推進室を設置します。 

 

【主な施策・事業】 

 それでは、平成 20年度の主な施策や事業について、都市像ごとに申し

上げます。 

都市像１ 生き生きと暮らせる心のかよう健康福祉都市についてです。 

 日本の人口減少が始まるなか、首都東京に隣接する本市では、計画的

な住宅開発に伴う転入者の増加により、堅調な人口の伸びを示していま

す。しかし、少子・高齢化は本市においても例外ではなく、この傾向は

今後ますます進んでいくものと思われます。 

そこで、少子化への対策といたしまして、妊娠・出産に係る経済的負

担を軽減するため、妊婦健康診査費用の公費負担を、3回から 5回に拡
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充します。 

また、こどもの健康保持を図るとともに、子育て家庭の経済的負担を

軽減するため、乳幼児医療費助成の対象を中学３年生まで拡大し、本年

10月から開始します。 

また、子育て家庭を支援するため、子育て・家族支援者養成講座で養

成したケアマネージャーによる育児相談を行うとともに、個々の家庭の

悩みやニーズに合わせた子育て支援プログラムを組み立てる子育て支援

ケアプラン事業を実施します。 

多様な保育ニーズに対応するため、高洲保育園の増設に向け隣接用地

を購入します。 

また、弁天保育園付属施設として一時保育・地域子育て支援センター

を増設し、在宅での子育てを支援します。 

幼児教育の充実及び低年齢の保育ニーズに対応するため、昨年６月よ

り公立幼稚園３園で開始した３年保育を、各園２学級に拡充します。ま

た、今後の園児数の動向を踏まえながら、新規に実施する幼稚園につい

て検討を進めます。 

後期高齢者医療制度の施行に伴い、75歳以上の高齢者の負担を軽減す

るため、２年間に限り後期高齢者支援臨時給付金を支給します。 

また、68歳・69歳の高齢者に対して実施してきた医療費助成の所得

要件を見直すとともに、対象年齢を 74歳まで拡大します。 

高齢者のいこいの場や交流・活動の拠点として、東野地区に老人福祉

センターを建設します。 

障がい者の就労や雇用が円滑に行われるよう、東野地区に障がい者就

労支援センターを整備するとともに、千鳥地区における障がい者等就労

支援施設の整備に向けた事業者の選定や施設の設計を行います。 
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 また、障がい者の交流や社会参加を促進する場として、新浦安駅前に

ある旧駅前行政サービスセンター施設を活用し、地域活動支援センター

Ⅰ型の整備を促進します。 

50年以上の長きにわたり、地域医療を担ってきた浦安市川市民病院で

すが、昨今は、産科の休止など医師不足もあり市民の求める医療を十分

に果たせないといった大変厳しい運営状況にあります。 

病院の再整備については、これまで鋭意検討してきたところですが、

これまでの検討経過をもとに、さらに再整備を推進すべく現地での全面

建て替えを民設民営方式で行い、運営を後継法人に移譲し、できるだけ

早い段階で再整備し、安定した医療が提供できるよう努めてまいります。 

 

次に都市像２ 創造と交流で築く市民文化都市についてです。 

これからのまちづくりを進めていく上で、市民参加は必要不可欠なも

のです。市民との協働事業を積極的に推進していくため、協働の形態や

施策、事業の具体的な進め方などを示した協働の指針となる市民参加推

進計画の改訂に向けた検討を進めます。 

 また、地域コミュニティの中核を担う自治会活動の拠点として、ラデ

ィアンコースト新浦安自治会集会所及び碧浜自治会集会所を建設します。

また、アールフォーラム新浦安自治会集会所及びレジアスフォート新浦

安自治会集会所の設計を行います。 

また、団塊の世代を中心としたシニア世代の方々が、長年社会で培っ

た経験や知識を活かし、地域で活躍できるよう、そのきっかけづくりや、

必要な情報の一元化、情報発信に取り組みます。 

教育環境の充実につきましては、東野地区の住宅開発による児童数の

増加に対応するため、平成 22年４月の開校に向け、仮称東野小学校の設
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計を行います。 

また、夏場のこどもたちの健康に配慮し、快適な学習環境を保つため、

全ての公立小中学校と幼稚園に順次エアコンを設置いたします。平成 20

年度は中学校の普通教室を対象に整備します。 

また、既存の学校施設の教育環境を改善するため、見明川小学校及び

堀江中学校校舎の大規模改修を行います。 

また、障がいのある児童生徒一人ひとりの教育的ニーズを的確に把握

し、適切に支援していくため、特別支援学級や学習支援室の全校設置に

向け、平成２０年度は明海小学校と入船中学校に特別支援学級を開設し

ます。 

東野学校給食センターの老朽化に対応するため、ＰＦＩ方式による千

鳥学校給食センター第三調理場の整備を進めます。 

また、高洲地区の地域ニーズに対応するとともに、様々な世代が集ま

り交流を育みながら将来の地域協働の場となるよう、高洲地区公民館複

合施設の建設に着手します。 

また、市民の生涯学習ニーズなどに対応した施設整備を図るため、日

の出公民館隣接用地を取得します。 

市民が身近な場所でスポーツやレクリエーションに取り組むことがで

きる環境を整えるため、運動公園スポーツ施設の段階的整備に向け、平

成 20年度は多目的グラウンドの整備と陸上競技場の設計を行います。 

明海球技場につきましては、第２期工事として、管理棟を整備すると

ともに、施設の有効活用のため、夜間照明を設置します。 

文化芸術の振興を図るため、優れた芸術に親しみ、身近に鑑賞できる

機会の充実を図ります。 

また、（仮称）うらやす市民大学につきましては、これからの本市の市
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民活動を担う人材育成の場となるよう、創設に向けた取り組みを進めま

す。 

 

次に都市像３ 水と緑に囲まれた快適環境都市についてです。 

本年７月、北海道の洞爺湖においてサミット（主要国首脳会議）が開

催されます。このサミットの主要なテーマのひとつは環境です。地球規

模で環境問題が深刻化するなか、環境保全への行動を一つひとつできる

ことから地域で実践していくことが重要であり、本市においても、地球

環境に配慮した取り組みを進めてまいります。 

環境マネジメントシステムや環境配慮指針にもとづき、市、市民、事

業者等の省エネルギー対策や地球温暖化防止を始めとする環境保全行動

をもったいないプロジェクトとしてまちぐるみで展開します。 

また、レジ袋削減によるごみの減量を進めるため、エコショップ認定

制度を新たに実施し、市民と事業者の取り組みを奨励します。 

また、公共施設の省エネルギーを推進するため、民間事業者が包括的

な省エネルギーサービスを行う ESCO事業を、総合体育館にて行います。 

三方を海や河川で囲まれた本市において、水辺は唯一の自然資源であり、

その有効活用によって本市の魅力が高まると期待されます。 

多くの市民が水辺に親しめるよう整備を促進してきた旧江戸川下流部

の護岸改修につきましては、舞浜地先緩傾斜護岸と同様に、上流の堀江・

富士見地区についても、市民が水辺に親しめる憩いの空間となるよう早

期整備を促進します。 

また、舞浜海岸につきましても、海を見ながらジョギングやサイクリ

ングを楽しむことができるよう、緑道の早期整備を促進します。 

市民生活に潤いを与える水辺空間の整備に向け、境川の江川橋から東
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水門までのＣゾーンの未整備部分の護岸修景工事を県と共同で進めると

ともに、新橋から江川橋までのＢゾーンについても、早期の護岸改修や

修景工事を促進します。 

三番瀬につきましては、市民や関係団体、関係機関等との協議の場を

設置し、課題の共有化を図りながら、保全や活用に関する検討を進めま

す。 

また、三番瀬の自然環境を活かした環境学習を推進するため、干潟観

察舎の整備に向け、用地を取得します。 

また、河川や海岸とその周辺の公園・緑地の一体的な整備や水辺空間

の市民利用を進めるため、水際線の整備や活用に関する検討に取り組み

ます。 

海楽公園につきましては、より魅力ある公園として再整備するため、

引き続き市民参加による設計に取り組みます。 

景観に配慮したまちづくりにつきましては、市と市民、事業者が協働

した良好な景観形成を推進するため、景観法に基づく景観計画の策定を

進めるとともに、景観条例の制定に取り組みます。 

 

次に都市像４ 利便の高い暮らしを支える安全都市についてです。 

本市の都市としての魅力は個性豊かな地域で構成されている点にあり

ます。多様な地域をひとつの単位として、それぞれのよさを活かしたま

ちづくりを展開していく必要があります。 

元町地域の再整備につきましては、堀江・猫実地区の最優先課題であ

る仮称新中通り線とその周辺市街地の整備に取り組みます。みなと線か

ら五番通りまでの B地区につきましては、関係権利者を中心としたまち

づくり協議会で、事業の実現に向けた話合いを進めるとともに、土地区
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画整理事業区域が都市計画決定されたことを踏まえ、事業認可に向けた

手続きを進めます。 

また、地域の魅力の向上を図るため、堀江三丁目の新橋周辺の用地を

確保し、そこを拠点とした公園等の整備に向けた検討調査を行います。 

また、過密市街地の再整備を推進するため、高洲地区の都市再開発用

地を企業庁より取得します。 

住宅施策につきましては、市民の豊かな住生活の実現に向け、施策を

総合的に推進するため、浦安市住生活基本計画を策定します。 

自転車利用環境の整備につきましては、コンパクトで平坦な本市では、

生活の様々な場面で多くの市民に自転車が利用されていることから、自

転車が関係する事故を未然に防止し、さらに自転車の利用を促進するた

め、市民の意識向上を目的とした自転車の安全利用に関する条例を制定

します。 

また、新町地域の住宅開発により、今後も新浦安駅周辺での自転車の

利用の増加が見込まれることから、新浦安駅第３自転車駐車場を増設し

ます。 

また、公共交通のさらなる充実に向け、ＬＲＴ（ライトレールトラン

ジット）の導入の可能性も含めた新たな公共交通のあり方について引き

続き検討します。 

市民の安全が確保され、安心して日々の生活を送ることができるまち

をつくることは、行政の大きな役割のひとつです。 

消防救急体制につきましては、最新の高機能消防指令システムを備え

た新しい消防本部・署庁舎が開所することから、通報から現場到着まで

の時間短縮、災害地点の検索や各署所への指令などの迅速性が高まり、

消防救急体制の強化が図られます。 
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市民の安全を守る防犯施策につきましては、移動防犯車を活用し、地

域巡回を行いながら、防犯相談や防犯診断、各種啓発活動を実施します。 

また、市民主体の自主的な防犯活動を、より効果的かつ機動的な活動

とするため、防犯スクーターの貸し出しを行います。 

また、現在、各地域で行われている自主防犯活動を、団体相互の連携

を図りながら、より強固なものとするため、市内見守り隊を結成いたし

ます。 

首都圏をいつ襲ってもおかしくないといわれている大地震から、市民

の生命や財産を守るため、木造建築物に対する耐震改修等補助制度の創

設など、木造建築物及び分譲マンションの耐震化の促進に努めます。 

また、地域防災計画の風水害等編と大規模事故編を改定します。 

また、地震等による大規模な災害発生後の緊急的な対応として災害非

常用トイレの備蓄を拡充します。 

 

都市像５ 多様な機能が生み出す魅力あふれる産業都市についてです。 

産業の振興につきましては、時代潮流を的確に捉えながら長期的視点

に立ち、多様な機能が複合する都市として持続できる地域社会を形成し

ていくため、新たな産業振興ビジョンの策定に向けた、調査・研究を進

めます。 

 また、観光振興計画に掲げる水辺で輝く浦安の観光まちづくりや市民

も楽しめる観光の実現に向け、事業者や市民活動団体などと連携を図り

ながら、観光推進事業に取り組みます。 

 就労支援につきましては、求職者の抱える諸問題に対応するため、職

業相談室を設置します。 

浦安駅周辺の再整備につきましては、浦安駅周辺まちづくり取り組み
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方針にもとづき、バス乗降場の集約化や横断歩道橋などの改善が図られ

るようステップ１の実現化に向け、関係者・権利者と話し合いを進めま

す。 

新庁舎の建設につきましては、新庁舎建設基本計画（案）に対するパ

ブリックコメントを踏まえて、新庁舎建設基本計画を策定します。また、

基本設計事業者を選定し、新庁舎建設に向け、基本設計業務の中で、さ

らに詳細な施設計画を取りまとめていきます。 

 

【自治体経営に向けて】 

次に自治体経営に向けた取り組みについて申し上げます。 

現在、策定中の第 2期基本計画では、これまで取り組んできた行政改

革の視点に加えて、市民協働、地域協働の枠組みや市民志向の行政運営

を基本とした行政経営システムを構築していく方向性を示しています。 

その取り組みの始めとして、平成 20年度から政策の決定・実行・評価

といったトータルな行政経営システムの構築に向けて取り組みます。ま

た、自治体経営の規範となる仕組みづくりに向けて検討を始めます。 

また、トップマネジメントの充実・強化を図るため、有識者から助言

をいただく機関としての賢人会議の開催やアンテナ職員制度の活用に取

り組みます。 

また、市民志向の行政経営を行っていくためには、市民ニーズを的確

に捉え施策の立案・展開に取り組むことだけでなく、効率的、効果的に

情報を発信していく必要があります。そのため、公式ホームページを評

価、診断し、行政情報の一元化を図り利用環境の向上と動画配信など公

式ホームページのリニューアルに取り組みます。 
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【むすび】 

 私は、平成 20年度のスタートに当たり、以上述べた決意に加え、国の

制度改革を待つことなく、地方自治のパイオニアとしての自負の下、自

律する地方政府を目指し、市民の代表であり、代弁者である議員の皆様

のご理解とご協力をいただきながら、市民協働のまちづくりを進めてま

いる所存です。 

 以上、市政運営についての私の所信の一端と主な施策の概要を申し上

げましたが、議会並びに市民の皆様のご理解、ご協力を重ねてお願い申

し上げます。 

 

平成 20年２月 15日 

浦安市長 松 崎 秀 樹 

 

 

 


